
                           

 

横浜経済活性化特別委員会 調査・研究テーマ（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 調査・研究テーマ（案） 

「震災後の横浜経済活性化施策について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付議事件 

企業等の誘致、創業・ベンチャー支援や新しい産業を創出し、市内企業の成長・発展

を進め、また雇用環境の整備や都市農業の振興を図るなど市民生活を支える地域経済の

活性化施策の推進を図ること。 

 

【選定理由】 

東日本大震災による横浜経済への影響は甚大であり、放射線問題などの風評被害によ

り、市内への観光客数も減少傾向にある。また同時に、取引先企業の被災や自粛ムード

などにより、市内中小企業も大変厳しい状況におかれている。 

そこで、横浜経済の活性化のためには、「横浜市中小企業振興基本条例」の趣旨を踏ま

え、まず本市における中小企業への支援について検証し、市内中小企業の経営改善の促

進を図るとともに、トリエンナーレなどのイベントの経済効果を検証し、イベントやニ

ューツーリズムを通じて横浜の魅力を効果的に発信していくことで、国内外からの集客

を促進させる必要があると考える。 

したがって、今年度の本委員会では、「震災後の横浜経済活性化施策」をメインテーマ

とし、中小企業支援施策、及び横浜への集客とにぎわいづくりについて議論していきた

い。 

 

【論点等】 

・震災による中小企業への影響の把握、及び中小企業への支援施策について 

・横浜への集客、にぎわいづくりについて 
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横浜市景況・経営動向緊急調査（平成 23 年 4 月実施）＜概要＞ 

－東日本大震災の発生に伴う市内企業への影響について－ 
    

横浜市経済局では、東日本大震災に伴う市内企業の経営状況等の実態を把握するため、緊急調査を実施しま
した。（調査期間：平成 23 年 4 月 15 日～同 4 月 27 日） 
 
  
 
 

平成 23 年 4 月の自社業況ＢＳＩは▲48.5 と、震災前に実施した前回調査（平成 23 年 1-3 月期）から 24.0
ポイント低下しました。自社業況を「悪い」と回答した企業は 54.0％であり、悪いと回答した企業の 8 割
が「震災の影響」を理由にあげています。先行きについては、平成 23 年 6 月末は▲59.9 と引き続き低下の
見通しです。 

東日本大震災の市内企業への影響については、「受注・販売・売上の減少」と回答した企業が 50.8％と半
数以上にのぼり、以下、「部品・原材料・商品等の調達困難」(36.7％)、「生産量の減少や稼働率の低下」(24.7％)
となっています。 

企業が今後必要と考えていることでは、「新規の販売先や受注先の確保」(36.7％)や「部品・原材料・商
品等の調達先の変更」(34.6％)、「電力不足への対応」（31.5％）の回答が多くなっています。 

 
【Ⅰ．自社業況判断、資金繰り、雇用人員について】 
 
    

 
  
 

 
 

 

 

※ BSI（Business Survey Index）：企業が感じる景気の強弱感を算式により求めた値です。例えば、自社業況 BSI は、自社

業況が「良い」と回答した割合から「悪い」と回答した割合を減じた値です。  
自社業況ＢＳＩ（業種別・規模別）の推移 

 Ｈ22 年 10-12 月期 Ｈ23 年 1-3 月期 Ｈ23 年 4 月 Ｈ23 年 6 月末 Ｈ23 年 9 月末 

全産業 ▲32.5 ▲24.5 ▲48.5 ▲59.9 ▲47.7 

業
種

製造業 ▲28.1 ▲20.6 ▲40.8 ▲55.6 ▲39.9 

非製造業 ▲36.1 ▲27.7 ▲54.7 ▲63.2 ▲53.7 

規
模 

大企業 ▲15.2 ▲13.4 ▲58.0 ▲60.4 ▲31.9 

中堅企業 ▲34.1 ▲28.6 ▲51.1 ▲65.1 ▲55.8 

中小企業 ▲33.9 ▲25.4 ▲47.4 ▲59.8 ▲48.6 

市外本社企業 ▲40.0 ▲21.6 ▲42.8 ▲48.8 ▲41.4 

（注）Ｈ23 年 6 月末時点、Ｈ23 年 9 月末時点は見通し。 
 

自社業況ＢＳＩの推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 自社業況判断（自社業況 BSI： 良い％－悪い％）                        

調査結果のまとめ 

○ 平成 23 年 4 月の自社業況ＢＳＩは▲48.5 と、前回調査（平成 23 年 1-3 月期、震災前に実施）の▲24.5 から
24.0 ポイント低下しました。業種別では、製造業・非製造業いずれも低下したほか、規模別でも、全ての規模
で低下しました。先行きについては、平成 23 年 6 月末では▲59.9 と、さらに低下する見通しとなっています
が、平成 23 年 9 月末では▲47.7 と上昇に転じる見通しです。 

○ 平成 23 年 4 月の自社業況を「悪い」と回答した企業は 54.0％となりました。その中で、自社業況が悪いと判
断した理由として、80.8％の企業が「震災の影響」と回答しています。 

（※）目盛りは各年 4-6 月期（ただし、Ｈ23 年は 4 月）
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                                            自社業況が「悪い」と判断した理由で 
H23 年 4 月の自社業況の回答割合             「震災の影響」と回答した企業の割合 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
    

 
  
 

  
資金繰りＢＳＩ（業種別・規模別）の推移 

 Ｈ22 年 10-12 月期 Ｈ23 年 1-3 月期 Ｈ23 年 4 月 Ｈ23 年 6 月末 

全産業 ▲13.1  ▲8.9 ▲26.1 ▲27.6 

業
種

製造業 ▲15.3 ▲10.3 ▲24.1 ▲27.6 

非製造業 ▲11.2  ▲7.7 ▲27.8 ▲27.5 

規
模 

大企業    0.0    8.7 ▲20.4 ▲12.2 

中堅企業  ▲9.1 ▲14.1 ▲31.1 ▲27.6 

中小企業 ▲17.0 ▲11.6 ▲27.9 ▲32.2 

市外本社企業  ▲6.9    3.2  ▲5.4  ▲2.7 

（注）Ｈ23 年 6 月末は見通し。 

 
 
 
    

 
  
 

 
  

雇用人員ＢＳＩ（業種別・規模別）の推移 
 Ｈ22 年 10-12 月期 Ｈ23 年 1-3 月期 Ｈ23 年 4 月 Ｈ23 年 6 月末 

全産業  6.2  ▲2.6 14.4 14.1 

業
種

製造業    7.7    1.9 18.0 17.7 

非製造業  5.0  ▲6.2 11.5 11.2 

規
模 

大企業 11.2    8.7 20.0 18.0 

中堅企業  3.3    1.2 20.7 17.3 

中小企業  6.5  ▲5.0 13.6 14.3 

市外本社企業  5.6  ▲5.6  0.0  0.0 

（注）Ｈ23 年 6 月末は見通し。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 良い 普通 悪い 

 全産業 5.5％ 40.5％ 54.0％ 

業
種 

製造業 8.1％ 43.0％ 48.9％ 

非製造業 3.4％ 38.5％ 58.1％ 

規
模 

大企業 0.0％ 42.0％ 58.0％ 

中堅企業 7.0％ 34.9％ 58.1％ 

中小企業 5.9％ 40.8％ 53.3％ 

市外本社企業 4.8％ 47.6％ 47.6％ 

 Ｈ23 年 4 月 

 全産業 80.8％ 

業
種 

製造業 79.1％ 

非製造業 82.0％ 

規
模 

大企業 96.6％ 

中堅企業 84.0％ 

中小企業 77.7％ 

市外本社企業 80.0％ 

２ 資金繰り（資金繰り BSI： 改善％－悪化％）                        

○ 平成 23 年 4 月の資金繰りＢＳＩは▲26.1 と、前回調査（平成 23 年 1-3 月期、震災前に実施）の▲8.9 から 17.2
ポイント低下し、資金繰りが悪化しました。先行きについては、平成 23 年 6 月末で▲27.6 と、さらに低下す
る見通しです。 

３ 雇用人員（雇用人員 BSI： 過大％－不足％）                        

○ 平成 23 年 4 月の雇用人員ＢＳＩは 14.4 と、前回調査（平成 23 年 1-3 月期、震災前に実施）の▲2.6 から 17.0
ポイント上昇し、企業の雇用過剰感が強まっています。先行きについては、平成 23 年 6 月末で 14.1 と、わず
かながら低下する見通しです。 
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○ 今回の震災による市内企業の直接的な被害状況をみると、被害があった（「大きな被害があった」及び「あ
る程度の被害があった」）と回答した企業は 24.7％（「大きな被害があった」（3.7％）、「ある程度の被害が
あった」（21.0％））であるのに対し、「影響はほとんどなかった」は 68.1％となっています。 

○ 規模別にみると、被害があったと回答した企業は、大企業で 54.0％（「大きな被害があった」（16.0％）、「あ
る程度の被害があった」（38.0％））と半数以上が被害を受けています。一方、中堅企業や中小企業は半数
以下にとどまっており、企業規模により直接的な被害の発生状況に差がみられます。 

○ 今回の震災に伴って、市内での事業活動に影響があった（「大きく影響」および「多少の影響」の合計、以
下同様）と回答した企業の割合をみると、3 月中では「物流網混乱に伴う影響」が 69.0％と最も多く、以
下、「計画停電等による電力供給制限」（62.9％）、「取引先企業の被災による部品・原材料・商品等の調達
困難」（61.8％）など全部で 6 項目について、半数以上の企業が影響があったと回答しています。 

○ 一方、現時点（4 月中）では、「取引先企業の被災による部品・原材料・商品等の調達困難」が 60.5％と最
も多く、以下、「取引先企業の被災による売上・販売の減少」（57.5％）、「消費マインドの低下や自粛ムー
ドの拡大」（55.6％）など全部で 5 項目について、半数以上の企業が影響があったと回答しています。 

○ 今回の震災に伴って、市内での事業活動への影響について 3 月中と現時点を比較すると、ほとんどの項目
で 3 月中よりも現時点の方が影響がある（「大きく影響」及び「多少の影響」）と回答した企業の割合が低
くなっています。そうした中、「原発事故に伴う風評被害」は 3 月中よりも現時点の方が高くなっています。

3.7

16.0

2.3

1.7

9.5

21.0

38.0

29.9

14.4

38.1

68.1

44.0

59.8

76.4

42.9

7.2

2.0

8.0

7.5

9.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全産業(539)

大企業（50）

中堅企業（87）

中小企業（360）

市外本社企業（42）

大きな被害があった ある程度の被害があった 影響はほとんどなかった 無回答

【
規
模
別

】

【Ⅱ．震災による事業活動への影響について】 
 
 
 

 

 

  

 
 

今回の震災による直接的な被害状況（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

 
 

 

 

  

 

 

    市内での事業活動に影響があった項目：全業種、全規模 

           3 月中                現時点（4 月中) 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

５ 3 月中および現時点での市内での事業活動に影響があった項目について 

４ 今回の震災による直接的な被害状況について                    

 
20.2%
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18.0%
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10.4%

13.7%

5.9%

19.3%

10.9%

13.7%

3.0%

41.6%

36.7%

37.5%

40.0%

48.4%

34.9%

37.5%

15.8%

38.0%

12.6%

20.2%

33.2%

36.9%

40.1%

33.3%

26.2%

48.6%

43.2%

72.4%

37.8%

68.1%

58.4%

54.7% 36.9%

5.4%

7.6%

8.3%

5.0%

5.4%

4.5%

3.9%

4.8%

6.1%

5.6%

5.9%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取引先企業の被災による
部品・原材料・商品等の調達困難

取引先企業の被災による売上・販売の減少

直接被災以外の要因による
取引先企業の活動停止・低下

計画停電等による電力供給制限や節電要請

物流網混乱に伴う影響
（仕入困難・納期遅れ等）

需要増による資材や商品等の調達困難

燃料不足による影響
（設備の稼働低下、自家輸送の困難等）

原発事故に伴う風評被害

消費マインドの低下や自粛ムードの拡大

観光客や来街者の減少

イベントの中止・延期

その他の深刻な影響

大きく影響 多少の影響 なし 無回答

16.9%

18.0%

17.1%

11.7%

9.5%

8.9%

15.8%

8.5%

10.8%

43.6%

39.5%

37.7%

33.2%

42.3%

31.9%

20.8%

17.1%

39.8%

13.2%

19.3%

34.7%

36.7%

40.4%

50.1%

43.2%

53.2%
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38.7%

69.4%
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55.7% 36.2%2.2%
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8.9%

4.8%

5.8%
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5.0%

5.0%

5.9%
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6.1%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

大きく影響 多少の影響 なし 無回答
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６ 今回の震災に伴う市内の事業活動への影響 

○ 今回の震災に伴う市内の事業活動への影響をみると、「受注・販売・売上の減少」が 50.8％と最も多く、以
下、「部品・原材料・商品等の調達困難」（36.7％）、「生産量の減少や稼働率の低下」（24.7％）、「顧客の減
少」（18.9％）の順となっています。なお、「特に影響はない」は 21.3％となっています。 

○ 業種別にみると、製造業、非製造業いずれも「受注・販売・売上の減少」、「部品・原材料・商品等の調達
困難」の回答が多くなっています。なお、「生産量の減少や稼働率の低下」については、製造業が 34.3％に
対して非製造業が 17.0％と製造業の回答が多く、「顧客の減少」については、製造業が 6.3％に対して非製
造業が 29.0％と非製造業の回答が多くなっています。 

0

10

20

30

40

50

60

全産業(539) 50.8 36.7 24.7 18.9 15.0 9.6 3.5 3.0 0.9 1.3 21.3 3.9 2.4

＜業種別＞

製造業（239） 46.9 41.0 34.3 6.3 15.1 11.3 3.3 3.8 0.4 0.8 23.8 4.2 2.5

非製造業（300） 54.0 33.3 17.0 29.0 15.0 8.3 3.7 2.3 1.3 1.7 19.3 3.7 2.3

受注・販売・
売上の減少

部品・原材
料・商品等の

調達困難

生産量の減
少や稼働率

の低下
顧客の減少

資金繰りの
悪化

従業員の余
剰

取引先の変
更

需要増による
生産・売上の

増加

従業員の不
足

その他
特に影響は

ない
分からない 無回答

％

0

10

20

30

40

50

60

全産業(387) 36.7 34.6 31.5 21.4 11.6 11.1 6.2 4.4 2.3 5.9 3.6 4.1 8.3

＜規模別＞

大企業（34） 38.2 52.9 58.8 8.8 5.9 14.7 11.8 14.7 2.9 5.9 0.0 2.9 0.0

中堅企業（74） 32.4 31.1 31.1 18.9 13.5 8.1 2.7 2.7 1.4 8.1 4.1 4.1 6.8

中小企業（251） 39.0 33.1 25.9 25.5 12.4 11.6 6.4 3.6 2.8 5.2 4.0 4.0 10.4

市外本社企業（28） 25.0 35.7 50.0 7.1 7.1 10.7 7.1 3.6 0.0 7.1 3.6 7.1 3.6

新規の販売先

や受注先の確

保

部品・原材料・

商品等の調達

先の変更

電力不足への

対応

資金の確保や

借入の増加
従業員の削減

原材料・部品・

商品等の仕入

量の増加

自社製品・商

品の在庫積み

増し

海外や西日本

等へ生産拠点

をシフト

従業員を新た

に採用
その他

対応を行いた

いが、対応策

が不明

特に考えてい

ない
無回答

％

 

 
  
 
 
 
 
 
 

 

今回の震災による市内の事業活動への影響：業種別（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

市内の事業活動への影響に対して今後必要なこと：規模別（複数回答）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

７ 市内の事業活動への影響に対して今後必要なこと              

○ 市内の事業活動への影響に対して今後必要なことをみると、「新規の販売先や受注先の確保」が 36.7％と最
も多く、以下、「部品・原材料・商品等の調達先の変更」（34.6％）、「電力不足への対応」（31.5％）、「資金
の確保や借入の増加」（21.4％）の順となっています。なお、「対応を行いたいが、対応策が不明」は 3.6％
にとどまっており、多くの企業は何らかの対策の必要性を感じていることがうかがえます。 

○ 規模別にみると、いずれの規模でも「新規の販売先や受注先の確保」、「部品・原材料・商品等の調達先の
変更」、「電力不足への対応」の回答が多くなっています。
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【Ⅲ．電力使用制限の実施による市内の事業活動への影響について】 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

 

電力使用制限の実施による市内の事業活動への影響：全業種、全規模（複数回答）  
 

項 目 
全規模 

（539） 

    

 大企業 

(50) 

中堅企業 

（87） 

中小企業 

（360） 

市外本社企業

（42） 

 直接電力使用制限を受けることによる生産・販

売量等の減少 
32.5% 40.0% 37.9% 29.4% 38.1%

 
使用制限による事業継続の困難 9.8% 28.0% 6.9% 6.9% 19.0%

 
制限対策に伴うコスト増 20.2% 30.0% 16.1% 18.6% 31.0%

 
取引先企業が制限を受けることによる受注減 34.3% 28.0% 29.9% 38.6% 14.3%

 取引先企業が制限を受けることによる稼動体

制や納品時期の変更 
34.5% 34.0% 32.2% 35.6% 31.0%

 仕入先企業が制限を受けることによる仕入調

達困難 
26.9% 20.0% 27.6% 27.5% 28.6%

 
来店客・観光客の減少 16.0% 18.0% 26.4% 11.9% 26.2%

 
その他 1.9% 2.0% 2.3% 1.1% 7.1%

 
特に影響はない 9.1% 4.0% 8.0% 10.3% 7.1%

 
現時点では分からない 10.9% 8.0% 9.2% 11.9% 9.5%

 
無回答 10.2% 14.0% 8.0% 10.6% 7.1%

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象企業数：市内企業・市内に事業所を置く企業 936 社  回答企業数 539 社  回答率 57.6％ 
調査実施機関：横浜市経済局 

８ 電力使用制限の実施による市内の事業活動への影響              

○ 電力使用制限の実施による市内の事業活動への影響についてみると、「特に影響はない」が 9.1％、「現時点
では分からない」が 10.9％となっており、7 割の企業は影響があると回答しています。 

○ 規模別にみると、「直接電力使用制限を受けることによる生産・販売量等の減少」や「使用制限による事 
業継続の困難」の自社が直接的に影響を受ける項目については、大企業の回答割合が中堅企業や中小企業
に比べて高くなっています。それに対し、「取引先企業が制限を受けることによる稼動体制や納品時期の変
更」や「取引先企業が制限を受けることによる受注減」など自社が間接的に影響を受ける項目については、
中小企業の回答割合が大規模や中堅企業に比べて高くなっています。 

【
直
接
的
な
影
響
】

【
間
接
的
な
影
響
】
























































